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論 文 内 容 の 要 旨
　本論文は、事業用賃貸借契約の賃借人からの中途解約の可能性および中途解約された場合の賃貸人と賃借
人の利害調整といった問題について検討するものである。
　近年、都市再開発等を契機として建設された複合商業施設や大型ビルから、キーテナントである賃借人が、
営業不振から賃貸借契約を中途解約して突然に退出するという例が多く出現している。しかし、賃貸人はキー
テナントからの賃料収入を主な売上高として長期事業計画を立てているのが通例であり、キーテナントであ
る賃借人からの突然の中途解約は賃貸人にとっては大きな経営上の危機をもたらすことになる。また、そも
そも賃貸人が建設した複合商業施設や大型ビルは、キーテナントの出店を前提として設計されており、他の
業態の事業者への転用が困難である場合も少なくない。従って、キーテナントが中途退出した場合、その商
業施設は衰退し、周辺地域全体がゴーストタウン化することもしばしばである。しかし、このように賃貸人
のみならず地域社会に大きな影響を及ぼすキーテナントからの一方的な中途解約が許されて良いのか。実際
に社会人時代に都市再開発を目的とする第三セクターの担当者としてかかるキーテナントからの中途解約と
いう問題に直面した竹村氏は、事業用賃貸借契約の賃借人側からの中途解約の制限の必要性を痛感し、その
理論構築のために大学院に入学し、研究生活を始めるに至った。本論文は、上記のような問題意識に基づく
著者の研究成果を取りまとめたものであり、中途解約を認めないという立場を展開する第一部とアメリカ法
における中途解約を比較法的に検討する第二部の二つから構成されている。そこで、以下、まず、それらを
簡単に要約すると次のようになる。
　まず、「事業用建物の賃貸借と借地借家法――あるキーテナントからの中途解約をめぐって」と題された
第一部では、既に述べたように、事業用建物についての賃借人からの中途解約を制限するという立場が展開
されているが、それでは、賃貸借契約の中途解約について、民法はそもそもどのように規定しているのであ
ろうか。
　民法は、まず、期限の定めのない賃貸借については、617条でいつでも解約の申し入れが可能であり、た
とえば建物の賃貸借であれば申入後３ヶ月で契約は終了するとしている。また、期限の定めのある賃貸借に
ついては、解約権の特約がある場合には617条を準用しているが、解約権の特約がない場合については特に
規定を置いていない。そこで、このような民法の規定方法からすると、期限の定めのある賃貸借で解約権の
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特約がない場合には中途解約を認めないという趣旨であるとも考えられるが、実際には、そのような扱いに
はなっていない。すなわち、借地借家法28条が貸借期間満了時の更新拒絶にも正当理由を要求していること
などを考慮すると、賃貸人からの中途解約が認められる可能性はほとんどないと考えられるのに対し、賃借
人からの中途解約は、現在の実務では、１ヶ月から３ヶ月前の予告とその間の賃料支払いがあれば認められ
る状況にある。
　従って、期間満了時の賃貸人による更新拒絶が判例・学説でしばしば問題とされているのに比べ、賃貸人・
賃借人による中途解約はほとんど議論の対象になっていない。このように賃貸人からの中途解約が厳しく制
限され、逆に賃借人からのそれが容易に認められるのは、弱い立場にある賃借人保護のためだと考えられる
が、しかし、賃貸人と賃借人に力関係の格差のない（というか、実際には、賃借人の方が全国的規模の大企
業であることがしばしばである）事業者間賃貸借についても同様に考えることはできないとするのが竹村氏
の立場である。そこで、第一部では、その主張を裏付けるために、まず、賃借人からの中途解約に一定の制
約や違約金を課した判例が下級審判決のそれを含めて４件検討され、さらに埼玉県における実際の和解事例
が紹介されている。また、より基本的にそもそも事業用建物の賃貸借と住宅用のそれとを同様に考えること
はできないという主張を補強するために、事業用賃貸借と借地借家法との関係についての学説史も詳細に紹
介・整理されており、近年では事業用賃貸借に借地借家法を適用しないという考え方が強くなってきている
ことが述べられるとともに、「事業用建物定期賃貸借制度」についての法律案が提示されている。
　次に、「事業用建物の賃貸借法に関する日米比較の一考察――特にテナントの中途解約と賃貸人の損害軽
減義務を中心に」と題された第二部においては、アメリカの建物賃貸借における中途解約と損害軽減義務に
ついての検討がなされている。竹村氏が比較法の対象にアメリカ法を選んだのは、アメリカが大型ショッピ
ングセンタ一等の商業用施設の先進国であり、不動産ビジネスが最も発達した国であるからとのことであ
る。そして、第二部においては、まず、アメリカの賃貸借法制がイギリスのコモンローを継受したものであ
り、賃貸借は物権的な所有権の一部の譲渡と考えられていることが整理されている。従って、アメリカでは、
賃料はこの所有権の一部の売買代金の分割払いであり、中途解約されても残存期間の賃料支払義務は当然残
ると考えられることになるが、第二部では、この立場からの賃料支払義務を肯定する判例10件が最初に紹介
されている。
　他方、このように中途解約があっても残存期間の賃料支払義務は残るとすると、賃貸人は次の賃借人を探
す等の努力をしなくとも残存期間の賃料を当然に収受しうることになる。しかし、コモンローの伝統から離
れ、賃貸借を契約として理解すべきであるとの見解が主張されだすと、残存期間の賃料請求は損害賠償であ
り、賃貸人（債権者）も、損害軽減のために一定の努力をするべきであるとする見解が主張されるようにな
る。そこで、竹村氏は、中途解約があった場合の損害軽減義務についての判例を検討し、1970年代から損害
軽減義務を肯定する判決が多くなっていることを明らかにする。
　しかし、竹村氏によれば、損害軽減義務は必ずしも全米の全ての州で認められている訳ではない。特に
ニューヨーク州は、この点について特異な動きを示しており、同氏は、同州の判例の検討から、当初、損害
軽減義務を否定していた同州が、その後、一時肯定にまわったにも拘わらず、最終的には再度否定に転じる
というコモンローへの回帰現象が生じていることを明らかにしている。
　そして、竹村氏は、このようなアメリカ各州の判例の検討の後、Brown や Baker 等の学説を参考にアメ
リカにおける損害軽減義務についての整理を行っている。また、我が国の損害軽減義務についての理論状況
についても相当に詳細に検討されており、最後にこれらの考察を受けて、物権化している賃借権については
損害軽減義務は原則として否定されるべきであり、賃貸人の怠慢で空き室を放置していたような場合には、
過失相殺の法理で処理すれば良いとの主張がなされている。
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
　本論文の特色は、これまで余り論じられることのなかった事業用賃貸借における中途解約の問題を取り上
げ、事業用賃貸借においては、賃借人からの中途解約を認めず、賃借人には、原則として、残存期間につい
ての賃料支払義務があると主張する点にある。事業用賃貸借と居住用賃貸借とを明確に区別して取り扱おう
とするこの見解は、竹村氏の実務経験による問題意識に由来するものであり、バブル期以降多く出現した中
心的テナントの途中退出による大型商業施設の衰退という問題に対応したものであると同時に、事業者間賃
貸借と借地借家法という基本的問題に一石を投じるものとして、きわめて興味深いものである。
　もっとも、本論文における主張は非常に明確であるが、その主張の根拠となっているのは、事業用賃貸借
においては賃貸人と賃借人との間に力関係の格差はない、あるいはむしろ賃借人の方が経済的・社会的な強
者であるという事実に尽き、その主張は、法律学の論文において通例であるところの既存の判例・学説の分
析の十分な上にたってなされたものでない。従って、本論文の第一部においては、竹村氏の主張ばかりが目
につき、その主張に至るいわゆる論証過程が性急あるいは不十分であるという印象を免れがたい。もっと
も、この点は竹村氏自身も十分に自覚されているようで、中途解約が直接に争われているのではない判例か
ら、賃貸人の利益をも考慮すべきであるとする裁判所の基本的姿勢を導き出したり、事業用賃貸借と借地借
家法との関係についての議論を歴史的に分析したりして、事業用賃貸借の中途解約における賃貸人の保護を
正当化しようとしている。そして、このような正当化は必ずしも成功しているとはいえない部分もあり、そ
れが論証過程の性急さという印象に結びついていると思われる。しかし、かかる論証過程における本論文の
問題性は、事業間賃貸借における中途解約という問題がバブル期以降に顕在化したものであり、それに対す
る議論が今まで殆どなされていなかったという点に起因するものであり、やむを得ない点があると考えるべ
きであろう。本論文については、むしろ、実務を経験した竹村氏による積極的な問題提起としての役割を評
価すべきであると考える。
　次に第二部では、アメリカの賃貸借契約における賃借人からの中途解約と賃貸人の損害軽減義務が検討さ
れているが、アメリカ法におけるこれらの問題を賃貸借契約について個別的に検討した研究は殆どなく、そ
の意味で本研究の意義は大きいといえる。特に近年我が国でも盛んに議論されるようになった損害軽減義務
について、アメリカの判例を詳細に検討している点は、これからの我が国における損害軽減義務論の展開に
一つの材料を与えるものであると考えられる。先に公刊されたこの部分についての論文が、2011年度の法律
時報の学会回顧で取り上げられている（法律時報83巻10号98頁）のはこのことを示しているといえる。また、
本論文で取り上げられているアメリカの判例の数は40件近くにも及んでおり、その意味で本論文は、丹念な
検討に基づく労作といえる。
　もっとも、第二部についても、①判例の丹念な検討に比し、学説の検討が必ずしも十分とはいえないこと。
②ニューヨーク州における損害軽減義務の再度の否定の理由の検討がなされておらず、今後の課題とされて
いること。③最終的な結論として、我が国の賃貸借の中途解約においては損害軽減義務を否定するべきであ
るとされているが、その論拠が必ずしも説得力のあるものとはいえず、唐突との印象を与えること、等の問
題点がある。
　しかし、本論文は、このような問題点にもかかわらず、実務経験に基づく主張とアメリカの判例の丹念な
検討によって、今後のわが国の学界に一定の影響を与えると考えられる。今後、筆者が、本論文で残された
課題を検討されることによって、我が国の賃貸借法の発展にも貢献されることを期待したい。
　なお、学位請求論文である本論文については、2012年２月９日、本学大学院法学研究科の規定に従って、
学内に広く公示・予告した公開の研究会で、本人の研究報告を約40分間聞き、そのあと引き続き口述試験と
して審査委員３人による質疑応答を行った。その際、特に議論がなされたのは、賃借権の物権化を根拠とし
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て賃貸人の損害軽減義務を否定するという竹村氏の主張についてであるが、この点については、審査委員か
ら賃借人には譲渡・転貸の自由がないので賃借権が完全に物権化しているといえないのではないかという指
摘がなされ、より慎重な考察の必要性が確認された。また、最後に、副査の牛尾教授から、この問題につい
ては、賃借権の物権化（物権としての賃借権）という、いわば「制度」問題として処理する方法と、契約あ
るいは合意の問題として処理する（すなわち合意によってリスク管理をする）という方法の２つが考えられ、
現在のアメリカではこの２つの方法が折衷されている状況にあるという、竹村氏の今後の研究の展開に対す
る貴重な示唆がなされた。そして、口頭試問終了後、審査委員３人で協議し、竹村氏の本論文には若干の不
十分な点はあるが、既に繰り返し述べているところから明らかなように、同論文は、我が国の賃貸借法や損
害軽減義務論の発展に大きく貢献しうるものであることを確認し、博士（法学）の学位を授与されるにふさ
わしい、十分な内容を備えた論文であると判定した。
